駅前での街頭活動監視の中止を求める申入書

　本市の行政において、新浦安・舞浜駅前に市の委託により配置されている警備員が、駅前でのあらゆる街頭活動に関して、実施団体・会社名・選挙運動の際の候補者名、活動の態様（署名、チラシ配布、ノボリ、演説、募金等々）、参加人数、実施時間等を「警備報告書」に詳細に記入して市に報告、市の公文書として保管されている事実が明らかとなり、昨年来、市議会で繰り返し問題とされてきたところですが、最近になり『毎日新聞』（本年９月２１日付）、『東京新聞』（同９月２２日付）がこの問題を報道。さらに当該紙面がテレビ番組で紹介されたとも聞いており、全県・全国にその事実が知れ渡るに至りました。

　市行政が市民の動向を監視し、これを文書化し蓄積するなどという行為は、日本国憲法により保障された集会・結社・言論・表現の自由、プライバシー権を踏みにじる重大な人権侵害であると同時に、さまざまな意見発表をしたいと考える市民への「萎縮効果」をもたらすものに他なりません。これまでの市議会質疑や、『毎日』記事内における憲法学者の水島朝穂教授によるコメントでも、同様のことが指摘されております。

　しかるに、市議会答弁や報道取材への回答に見られる市側の認識は、極めて粗雑かつ乱暴なものと言わざるを得ません。「公共の福祉」を正当性の根拠にしているようですが、それは市民どうしの権利衝突を調整するためにのみ機能する原理というのが憲法学上の常識であり、「公共の福祉」で行政の行為を何でも正当化しようとする姿勢は断じて許されるものではなく、「今後も情報収集を続ける考え」（『東京』）ならば、まさしく言語道断です。

　陸上自衛隊の「情報保全隊」が反戦平和運動をはじめとする市民活動の詳細を記録した文書の存在を、本年６月に日本共産党の志位和夫委員長が記者会見で公表。「違憲・不当な市民監視」として大きな問題となりました。本市の行政による街頭活動のチェック行為も、同文書問題と同根・同質のものとして、厳しく批判されなくてはなりません。

　「わが街・浦安」において、市民の税金から「駅前管理費」という形で多額の支出をし、それが市民への人権侵害行為に使われていることに対し何としても是正を求める立場から、下記の点について質問及び申し入れを行うものです。１１月１６日を目途として可能な限り早急に、各項目ごとに誠実に回答し、申入れ者宛てに文書にて送付をお願いします。

記

1 街頭活動の情報を収集し、「警備報告書」に内容の詳細を記入するのは、憲法で保障された市民の自由・人権を著しく侵害する監視行為であることを認め、直ちに中止すること。

2 「報告書」に見られるような、街頭活動を「異常な行為」とする認識を改めるとともに、街頭活動に対して抑制的なこれまでの施策のあり方を転換すること。

3 この事例において、市側の言うところの「公共の福祉」とは一体何なのか。また、詳細記入させることがなぜ「公共の福祉」につながると考えているのか、明らかにされたい。

4 その他、この事例に関して、経緯や責任の所在など全容を詳細に解明し、「広報うらやす」や市のホームページ、マスコミ発表などを通して市民に報告、謝罪すること。

5 市行政全般において、市民の自由や人権を不当に侵害することのないよう、市長以下全職員および委託業者、指定管理者等に至るまで、徹底的に認識を深めること。

以　上

